
既調合軽量モルタル塗り通気工法外壁の構造性能 
（その 11）耐震性能評価 

 
 

 
 
１．評価方法 

本項は、前報(その 7～10)に続き、｢既調合軽量モルタ

ル塗り通気工法外壁」について、(財)日本住宅・木材技

術センター発行｢木造軸組工法住宅の許容応力度設計

(2008 年版)｣第 6 章の評価方法に遵って、短期基準せん断

耐力(Po)を算定し、低減係数αを顧慮した短期許容せん

断耐力(Pa)および壁倍率を提案するものである。 

２．完全弾塑性モデルおよび特性値 

図-1 に完全弾塑性モデル、表-1 に特性値を示す。図-1

のモデル(赤線)および表-1 の各特性値より考察する。 

標準仕様(L)の降伏点変形角(δv)は 1/100rad 前後、終

局変形角(δu)は 1/30rad 前後(L-2 を除く)で、2009 年に

実施した壁幅 4,550 ㎜の試験体と同様な傾向であった。 

これに対し、直交壁仕様(Law)のδv は 1/70rad 前後、

δu は 1/20rad(Law-1 を除く)まで延び、終局耐力(Pu)も

高く、完全弾塑性モデルのエネルギー面積が標準仕様(L)

よりも広くなったことから、直交壁効果は明らかである。 

構造用合板下地(PW)は、δv および Pu は標準仕様(L)と

同等であるが、δu は 1/21rad と延びていることから、構

造用合板ラス下地は、終局時の変形性能に優れている。 

通気胴縁を構造用合板とした(L-pw)は、δu は標準仕様

(L)と同等であるが、Pu および剛性(K)が高くなったこと

から、すぎ製材の通気胴縁よりも耐力的に優れている。 

ラス縦張り(Law-v)は、ラス横張り(Law)に比べ剛性(K)

は高くなったが、δu および Pu が低くなったため、耐

力・変形ともに耐震性はラス横張りに劣る結果となった。
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図-1 各試験体の完全弾塑性モデル 

構造用合板下地 (PW)

標準仕様 (L-1) 標準仕様 (L-2) 標準仕様 (L-3)

標準仕様：合板胴縁 (L-pw)

直交壁 (Law-1) 直交壁 (Law-2) 直交壁 (Law-3)

直交壁：ラス縦張 (Law-v)

 

L-pw 　完全弾塑性モデル
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Law-v 　完全弾塑性モデル
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L-1　完全弾塑性モデル
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L-2 　完全弾塑性モデル
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L-3 　完全弾塑性モデル
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Law-1 　完全弾塑性モデル
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Law-2 　完全弾塑性モデル
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Law-3 　完全弾塑性モデル
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PW 　完全弾塑性モデル
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３．短期基準せん断耐力(Po)の算定 
表-2 に短期基準せん断耐力(Po)を示す。表中の L-n は

ラス下地板のみの試験体であり、モルタル層の Po を算定

するために試験を実施した。また、2009 年に実施した壁

幅 4,550 ㎜の算定結果も示す。Po を算定するにあたり、

L-n,Pw,L-pw,Law-v の試験体数は各 1 体であり、信頼水準

を設定した統計処理に基づくばらつき係数を算定できな

いため、試験体の材料・仕様・施工精度を同一と見なし、

直交壁を有さない L-n,Pw,L-pw は標準仕様(L)のばらつき

係数を、直交壁を有する Law-v は直交壁仕様(Law)のばら

つき係数を便宜的に適用した。Po を決定する各試験体の

最小の指標は全て Pu×(0.2/Ds)であることから、終局時

までの入力エネルギーの大きさで決定した。 

４．低減係数αおよび短期許容せん断耐力(Pa)の提案 

表-2 に短期許容せん断耐力(Pa)を示す。ここで、低減

係数(α)は、以下の要件を踏まえて算定した。 

α1(用途に伴う影響)は、用途区分Ⅰ(屋外で直接風雨

に曝される)ため、これを 0.9 とした。α2(耐久性の影

響)は、メタルラス、ステープルおよびくぎ等の金属類は、

溶融亜鉛めっき鋼材または有効な表面処理を施し、通気

胴縁およびラス下地板等の製材は、通気工法により乾燥

状態が維持されるので長期の耐久性が確保されるため、

1.0 とした。α3(施工性による影響)は、試験体作成時と

実際の施工状態との差異を考慮し 0.9、α4(工学的判断)

は、耐力壁として新工法であることから 0.9 とした。 

よって、α= f{min(α1,α2)×(α3 or α4)}の計算式

より、低減係数(α)を 0.81 とした。 

Pa は、許容応力度計算に用いる｢単位長さあたりの許容

せん断耐力(kN/m)｣である。また、日本建築防災協会発行

の｢木造住宅の耐震診断と補強方法｣では｢壁強さ倍率

(kN/m)｣で、モルタル塗り壁は 1.6(kN/m)と規定している。

そこで、表-2 の Pa を壁強さ倍率としても提案する。 

５．壁倍率の提案 
表-2 に壁倍率を提案する。外装材として倍率が与えら

れているのは土塗壁であり、令 46 条では倍率 0.5、告

1100 号では詳細な材料･施工仕様を条件に倍率 1.0,1.5 が

規定されている。よって、同じ外装材であるモルタル外

壁も、告 1100 号の土塗り壁と同様に詳細な規定を設ける

ことで、建築基準法上の耐力壁となりうる可能性がある。 
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仕上無し 合板下地 合板胴縁 ラス網縦張
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合板下地
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直交壁

Law-v
ラス縦張り
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表-1 完全弾塑性モデルから算定した特性値 

表-2 短期基準せん断耐力(Po)、短期許容せん断耐力(Pa)および壁倍率の算定表 
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